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令和５年度一般会計決算の概要 

○ 歳入…市税収入が２年連続で過去最高を更新したことに加え、土

地売却等による財産収入の大幅増等により歳入総額は増。ふるさと

納税の受入金額・件数も過去最高を更新 

市税は、景気の緩やかな回復等に伴う個人市民税の増収などにより、前年度

を１４億円上回る１，８１１億円と２年連続で過去最高を更新した。 

また、響灘臨海工業団地や学術研究都市「大学・関連施設地区」における民

間企業への土地売却等により、財産収入が５８億円増加した。 

さらに、ふるさと納税の受入金額（２３億円）、件数（約１２万件）も過去

最高を更新した。 

 

○ 歳出…国の経済対策等を活用した給付事業や投資的経費の増加

により歳出総額は増 

国の経済対策等を活用した住民税非課税世帯等への給付金の支給や障害福

祉サービス事業等の増加により、扶助費が８６億円増加した。 

また、投資的経費は、新日明工場建設事業が６４億円、響灘臨海工業団地立

地促進事業（民間企業への土地売却のために一時的に国有地を取得）が４５億

円それぞれ増加したことなどにより、１５２億円増加した。 

（この２つの事業（投資的経費の予算調整方針の例外）を除いた投資的経費は、

５４１億円で投資的経費の適正水準を維持） 

 

○ 財源調整用基金残高は、対前年度比増 

令和５年度末における基金残高は、前年度末の３６３億円から１３億円増加

し、３７６億円となった。 

 

○ 市債残高は、対前年度比増 

令和５年度末における市債残高は、新日明工場建設事業の進捗等により、対

前年度比８２億円増の１兆１，９７５億円となった。 

 

○ 実質公債費比率、将来負担比率は、いずれも前年度より改善 

投資的経費の予算調整方針（投資的経費の適正水準の設定）に基づき、公債

費や市債残高の適正管理を行っていることや、標準財政規模（標準的な状態で

通常収入されるであろう市税等の経常的一般財源の規模）の拡大等により、 

実質公債費比率は、１０．１％（Ｒ４：１０．４％）、将来負担比率は、 

１４３.２％（Ｒ４：１４７．２％）といずれも前年度より改善した。 
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＜令和５年度物価高騰対策関連決算の概要＞

１　令和５年度における物価高騰対策関連事業費（決算額） 255 億円

（財源内訳）

　国・県からの補助金等 245 億円

　（うち臨時交付金 228 億円）

　その他特定財源等 3 億円

　一般財源　　 7 億円

２　物価高騰対策関連事業（主な事業）
（単位：百万円）

物価高騰に直面する市民等への支援 25,472

（１）生活者支援 21,465

15,594

2,330

1,652

1,177

459

193

60

（２）事業者支援 4,007

1,758

589

643

476

114

72

66

289

中小企業等の次なる成長に向けた企業変革チャレンジ応援事業

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業
（令和５年度の住民税非課税世帯等への３万円給付及び７万円給付）

物価高騰対応重点支援給付金事業
（令和５年度の住民税均等割のみ課税世帯への１０万円給付

　令和５年度の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯への18歳以下児童１人あたり５万円給付）

子育て世帯生活支援特別給付金事業
（児童扶養手当受給世帯及び住民税非課税世帯への18歳以下児童１人あたり５万円給付）

商店街プレミアム付商品券発行支援事業

給食食材価格高騰対応事業

保育所等における給食食材価格高騰対応事業

その他の事業

福祉サービス事業所等への光熱費等支援事業

中小企業融資損失補償

ウェルカム北九州！キャンペーン事業

地域公共交通おでかけ支援事業

MICE誘致推進強化事業

小倉にぎわいプロジェクト

その他の事業
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１ 一般会計 

 

（１） 概 要 

 ① 決算規模は、歳入、歳出ともに過去３番目 

令和５年度一般会計決算は、歳入決算額６，１００億７１百万円、歳出決算額 

６，０７０億１３百万円で、新型コロナウイルス感染症対策関連事業が減少した一

方、新日明工場建設事業や国の経済対策等を活用した住民税非課税世帯等への給付

金の支給などにより、歳入歳出ともに過去３番目の規模となった。 

 

   

※以下、歳入歳出決算額の端数処理により、表中の数値（億円）が本文の数値と合わない場合がある。 

 

 

 

 ② 実質収支は２０億４６百万円の黒字 

 

 

（単位：百万円）

区　　　　　分 ５年度 ４年度 増減額 増減率

歳入決算額（A） 610,071 599,415 10,656 1.8%

歳出決算額（B） 607,013 596,067 10,946 1.8%

形式収支（C=A-B） 3,058 3,348 △ 290 △ 8.7%

繰り越すべき財源（D） 1,012 1,720 △ 708 △ 41.2%

実質収支（E=C-D） 2,046 1,628 418 25.7%
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（２） 歳入の主な特徴 

  ① 市税収入 … 市税は景気の緩やかな回復等により前年度比増 

市税全体では、景気の緩やかな回復等により１，８１０億８２百万円と対前年度

１４億１２百万円（＋０．８％）の増となり、２年連続で過去最高を更新した。 

・個人市民税は、給与所得者を中心に課税標準額が増加したため、６５２億９３

百万円と対前年度６億６３百万円（＋１．０％）の増となった。 

・法人市民税は、燃料価格や原材料価格の高騰、人件費の上昇などの影響により

一部の業種で利益が減少したことなどから、１１３億９０百万円と対前年度３

億２９百万円（△２．８％）の減となった。 

・固定資産税は、土地の地目変換、家屋の新増築などにより、課税標準額が増加

したことなどから、７３０億２３百万円と対前年度６億８８百万円（＋１．

０％）の増となった。 

・軽自動車税は、新車買換えが進んだことなどにより、２２億９１百万円と対前

年度６２百万円（＋２．８％）の増となった。 

・市税収入率は、前年度と同じ９８．４％と引き続き高い水準を維持した。 
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② ふるさと納税 … 受入金額・件数ともに過去最高を更新 

ふるさと納税は受入金額が２２億８３百万円で、対前年度２億５５百万円 

（＋１２．６％）の増、受入件数が１２万９８７件で、対前年度１万５，２６９件

（＋１４．４％）の増となり、過去最高を更新した。 

 

 

③ 地方交付税等 … 地方交付税は増、臨時財政対策債は減 

地方交付税は７５０億３０百万円で、対前年度６０億５３百万円（＋８．８％） 

の増、臨時財政対策債は１３０億４５百万円で、対前年度５６億２８百万円 

（△３０．１％）の減となった。 

その結果、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた総額は、８８０億７５百万円

で、対前年度４億２５百万円（＋０．５％）の増となった。 

■臨時財政対策債…国の地方交付税の財源不足対策として、平成１３年度に創設され

た地方債。その元利償還金相当額については、全額が後年度地方

交付税で措置される。 
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④ 市債発行額は、対前年度比増 

臨時財政対策債を含めた市債発行額は、新日明工場建設事業など投資的経費の増

加等により、４９８億６９百万円で、対前年度２２億２２百万円（＋４．７％）の

増となり、歳入全体に占める市債の割合は、前年度を０．２ポイント上回り、 

８．２％となった。  

また、臨時財政対策債を除く市債発行額は、３６８億２４百万円となり、歳入全

体に占める割合は、前年度を１．２ポイント上回り、６．０％となった。 
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（３） 歳出（性質別）の主な特徴 

① 義務的経費 … 扶助費の増等による増 

人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は３，３９０億５百万円で、対前年

度３２億７２百万円（＋１．０％）の増となった。 

人件費は、定年延長に伴う退職者数の減により退職手当が減少したことなどから、

対前年度７０億７９百万円（△６．５％）減の１，０１９億７９百万円となった。 

扶助費は、住民税非課税世帯等への給付金の支給や障害福祉サービス事業等の増

加などにより、対前年度８５億９９百万円（＋５．３％）増の 

１，６９４億１２百万円となった。 

公債費は、旧学術研究都市土地区画整理特別会計から引き継いだ土地の売却に伴

う繰上償還（２１億３３百万円）などにより、対前年度１７億５２百万円 

（＋２．７％）増の６７６億１４百万円となった。 

 

    ■扶助費・・・福祉の法令等に基づいて実施する医療費の援助や各種手当ての 

支給、生活保護費、福祉施設の運営などに要する経費 

    ※令和２年度の歳出決算に占める義務的経費の割合の減は、新型コロナ対策の実施に伴う補助費等

の増により歳出総額が増加したもの 
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② 扶助費及び福祉・医療関係繰出金 

… 住民税非課税世帯等への給付金の支給等による増 

住民税非課税世帯等への給付金の支給や障害福祉サービス事業等が増加したこ

となどにより、扶助費及び福祉・医療関係繰出金は２，１６８億９百万円で対前年

度１０４億４９百万円（＋５．１％）の増となった。 

■福祉・医療関係繰出金・・・国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療の 

各特別会計への繰出金 

 

③ 投資的経費 … 新日明工場建設事業の増等による増 

投資的経費は、６６８億２９百万円となり、対前年度１５２億３４百万円 

（＋２９．５％）の増となった。 

これは、新日明工場建設事業が６４億円、響灘臨海工業団地立地促進事業（民間

企業への土地売却のために一時的に国有地を取得）が４５億円増加したことなどに

よるもの。この２つの事業（投資的経費の予算調整方針の例外）を除いた投資的経

費は５４０億７７百万円となった。 
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（４） 市債残高 … 対前年度比増 

臨時財政対策債を含めた市債残高は、新日明工場建設事業の進捗等に伴う投資的

経費の増加等により、１兆１，９７５億５０百万円となり、対前年度８２億６３百

万円（＋０．７％）の増となった。 

また、臨時財政対策債を除く市債残高は対前年度７９億５５百万円（＋１．０％）

の増となった。 

 

 

（参考）市民一人当たりの市債残高（普通会計・臨時財政対策債を除く ～Ｒ４） 
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（５） 財源調整用基金残高 … 対前年度比増 

歳入面では、軽油引取税交付金や、地方交付税、土地売払収入がそれぞれ当初予

算を上回ったほか、歳出面での不用などにより、令和５年度における基金残高は、

前年度末残高より１３億円増加し、３７６億円となった。 

 

■財源調整用基金・・・財政調整基金、都市高速鉄道等整備基金、公債償還基金の 

３基金 

 

 

２ 特別会計 

 

令和５年度特別会計決算は、歳入決算額４，２１６億１２百万円、歳出決算額 

４，０９０億８６百万円で、実質収支は１２２億９６百万円の黒字となった。 

２０会計のうち、構造上収支均衡となる４会計（公債償還特別会計、土地取得特別

会計、臨海部産業用地貸付特別会計、市立病院機構病院事業債管理特別会計）を除く

１６会計で実質収支は黒字となった。 
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３ 企業会計 

（単位：百万円）

区　　分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業 公営競技事業

損益収支 611 482 153 △ 145 665 13,459

単年度実質収支 △ 368 △ 83 149 0 219 7,292

令和５年度末資金剰余 4,334 1,817 510 50 3,635 41,844  

※病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還のみを実施している。医療センター等

の運営は平成３１年４月１日に地方独立行政法人北九州市立病院機構へ移行しており、この会計には含まない。 

 

 

（１） 上水道事業会計では、有収水量の減少などにより、料金収入が減少したもの

の、浄化費用が減少したことなどから、損益収支の額は前年度より８８百万円

増加し、６億１１百万円の黒字となった。 

 

（２） 工業用水道事業会計では、使用水量の増加により、料金収入が増加したこと

に加え、浄化費用が減少したことなどから、損益収支の額は前年度より１億６

２百万円増加し、４億８２百万円の黒字となった。 

 

（３） 交通事業会計では、損益収支の額が１億５３百万円の黒字となったが、これ

は、新型コロナウイルス感染症の影響から回復しきれていないものの、乗合収

入が前年度より増加したことやダイヤ改正による運行経費の減少などに加え、

一般会計から経営支援補助金を繰り入れたことによるもの。 

 

（４） 病院事業会計は、門司病院の運営と旧若松病院等にかかる企業債の償還を 

しており、損益収支の額は１億４５百万円の赤字となったが、これは建物にかか

る減価償却費によるものであり、現金支出を伴うものではないため、令和５年度

末資金剰余の額は前年度と同額の５０百万円となった。 

 

（５） 下水道事業会計では、有収水量の減少により使用料収入が減少したことなど

から、損益収支の額は前年度より３百万円減少したものの、６億６５百万円の

黒字を確保した。 

 

（６） 公営競技事業会計は、舟券発売額が減少したこと等により、損益収支の額は

前年度より５４百万円減少したものの、１３４億５９百万円の黒字を確保した。 
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４ 健全化判断比率等 

 

（１） 実質公債費比率：１０．１％ 

【Ｒ４：１０．４％（２０政令市中、健全性が高い方から１７番目）】 

前年度から０．３ポイント減少しており、これは標準財政規模の増加や元利償還

金の減少などによるもの。（実質公債費比率は、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５の３年平均で算

出）   

 

（２） 将来負担比率：１４３．２％ 

【Ｒ４：１４７．２％（２０政令市中、健全性が高い方から１８番目）】 

前年度から４．０ポイント減少しており、これは市債残高は増加したものの、標

準財政規模が増加したこと等によるもの。 

 

健全化判断比率のうち、実質赤字比率と連結実質赤字比率については、 

実質黒字のため比率なし。 

また、資金不足比率についても資金不足を生じている会計がないため比率なし。 

 

（参考） 

■標準財政規模 

  地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模

を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額。 

 

■実質公債費比率 

地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合 

によって、財政運営の健全性を表す指標。３ヶ年平均で算出する。 

（Ｒ４年度：Ｒ２～Ｒ４、 Ｒ５年度：Ｒ３～Ｒ５） 

【本市に適用される基準】  地方債許可制移行基準   １８．０％ 

早期健全化基準      ２５．０％ 

財政再生基準       ３５．０％ 

■将来負担比率 

一般会計等の地方債残高をはじめとした、将来負担することが見込まれる 

各種経費の総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた 

財政運営の健全性を表す指標。 

 【本市に適用される基準】  早期健全化基準     ４００．０％ 

 

一般会計等：一般会計、土地区画整理、土地区画整理清算、公債償還、 

住宅新築資金等貸付、土地取得、母子父子寡婦福祉資金、 

臨海部産業用地貸付の各特別会計 


